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１．はじめに 

 新潟中越地震発生により、全国から沢山の救援物資

が被災地に届けられた。しかし、膨大な量の救援物資

が届いため、仕分け作業や配送が追いつかない状況に

陥ってしまった被災地の行政は少なくない。 

日本は地震大国であり、いつどこで大規模地震に見

舞われても不思議ではなく、新潟中越地震で浮き彫り

になった救援物資に関する課題は、解決すべき問題点

のひとつであると指摘できる。 

そこで本研究では、被災地の行政の救援物資に関す

る実態を調査し、その課題を明らかにすることによっ

て、改善策の検討を行う。 

２．新潟中越地震における救援物資配送の実態 

（１）現地ヒアリング調査 

地域防災計画で定められた救援物資配送の対応と、

実際に行われた対応、また地震後の救援物資配送の現

状を行政担当者にヒアリング調査を行った。それによ

り、自治体が行う救援物資に関する問題点を把握した。 

調査対象は、被災県である新潟県、また被災市町村

である長岡市、小千谷市、魚沼市（旧堀之内町）、川口

町の５ヶ所とした。 

（２）調査結果 

 表－１は自治体別の救援物資の集積場所である。県

庁は専用の倉庫を持っていないが、民間の保管センタ

ーを集積場所として確保できた。県庁以外では、長岡

市や小千谷市のように救援物資の移動を余儀なくされ

たり、魚沼市のように廊下に置くなど集積場所を確保

できないところがあった。 

表－２は自治体別の救援物資の作業体制である。災

害時の自治体の対応を定めた地域防災計画では、救援

物資に関することは大まかにしか定まっておらず、自

治体は予想を上回る量の救援物資が届いたことにより、

臨機応変に処理せざるを得なかった。 

表－３は各自治体の救援物資の作業人数と時間であ

る。発災４日後に県が救援物資の受け入れ窓口になっ

てからは、川口町では夜中に救援物資が届くことはな

くなり、他の自治体も時間にゆとりができたことが伺

える。発災１週間後までは作業人数が不足していたこ

とを作業時間から伺うことができる。 

表－４は自治体別の救援物資の配送である。これを

みると配送が困難であったことがわかる。小千谷市は

地域防災計画より救援物資の配送は市の公用車により

表－１ 自治体別、救援物資の集積場所 

新潟県 
保管センター11 倉庫（ピーク時）に集積した。 

県管理保管施設 11 箇所（センター以外）に集積した。 

長岡市 

市立劇場→公用車車庫→役所１階ロビー→市体育館（３階）と

保管場所を増設。役所１階ロビーに集めた救援物資は全て市体

育館（３階）へと移された。 

小千谷市

役所２階の市民ホールに集積したが、市民ホールに置いておく

と、平常業務に戻すときに住民が来られなくなるので、小千谷

市の車両センターへ全ての救援物資を移した。 

魚沼市 役所内の会議室、ホール、廊下などに集積した。 

川口町 役場裏の車庫に集積した。 

表－２ 自治体別、救援物資の作業体制 

新潟県 

本部対策班、本部救援物資・物流班、常勤の６人のほか随時に

出納局・他部局・出先機関職員、ボランティア、自衛隊の協力

あり。職員会館は常時、その他の保管施設は随時に作業、作業

内容は出納状況の管理、搬入、搬出、混載物資の仕分け作業。

配送システムにおける保管センターに保管、業務委託による保

管管理。 

長岡市 
災対避難・救護部、災対環境・輸送部で担当。 

ボランティアの応援。 

小千谷市

厚生部だけでは人数的に足らないので、他の部からも応援をと

る形。賞味期限のあるものはダンボールをすぐ開けることとし

た。食べ物中心に仕分けを行った。 

魚沼市 厚生部避難対策係の指示で臨機応変に処理。 

川口町 
物資調達班・ボランティアが、受け入れから仕分けまで全て行

っていた。 

表－３ 各自治体の救援物資の作業人数・時間 
 集積場所 人数・時間 発災１～３日 発災１週間後 発災１ヶ月後 

人数 10 人 約 80 人 約 25 人 
新潟県 職員会館 

時間 約 15 時間 約 15 時間 約 13 時間 

人数 約 10～20 人 約 20～30 人 約 10～20 人 
長岡市 

時間 24 時間 約 20 時間 約８時間 

人数 約 30 人 約 30 人 約 10 人 
小千谷市 

時間 24 時間 約 15 時間 落ち着いた状態 

人数 作業人数はかなり不足 落ち着いた状態 
魚沼市 

表－１ 

参照 

時間 作業場所を離れられない 落ち着いた状態 

人数 職員は５～６人、日にちが経ちボランティアが来てくれた 
川口町 役場裏車庫 

時間 作業場所を離れられない 少し落ち着いた状態 落ち着いた状態 
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配送することとなっており、車両を増やすには人員を

増やさなくてはならず、人手不足を訴えていた。また、

川口町では救援物資の配送に手がまわらない状況に陥

ってしまっていた。救援物資は、新潟県に届いた場合

は被災市町村へ、被災市町村に届いた場合は避難所に

配送されるパターン、さらに、避難所へ救援物資提供

者から直接配送される３つのパターンがあった。 

表－４ 自治体別、救援物資の配送 

新潟県 

震災当初から市町村の需要調査と提供申し出情報のマッチング

により、提供申し出者から直接配送してもらった。なお、一部

県に届いた物資も配送した。 

長岡市 

初期段階では、避難所から要望を聞いて処理し、その後、十分

な物資が届いてからは、一定の量を配送した。 

食糧については、赤帽協同組合の協力により配送した。 

トラック会社５～６社にトラックと人員を要請した。 

小千谷市 

市の公用車を使用。最初のうちは食糧を配送した時に、次回の

避難所の要望（医療品や薬）を聞いて、次の配送の際に、要望

のあったものを運ぶ。町内会や自治会の役員の方が自分の車で

取りに来る、という形も沢山あった。 

魚沼市 

堀之内地区では発災２、３日は、職員が避難所に届けにいった

り、被災者に取りに来てもらったりした。配送にはレンタカー

も利用した。ボランティアの方にも配送してもらっていた。 

川口町 
はじめは救援物資を職員が車で避難所に配送していたが、処理

しきれず、役場裏の車庫に一旦集め、取りに来てもらう。 

（３）調査結果のまとめ 

調査結果より、被災地各避難所は救援物資を受け入

れることが主であるのだが、ⅰ）物資を集積・保管す

る場所がないため管理できなかった点、ⅱ）被災市町

村は新潟県と被災地各避難所の中継地点となっていて

役割項目が多く、救援物資の管理に混乱してしまった

点、ⅲ）救援物資の品目、数量の把握が困難であった

点、そして、ⅳ）全体として人手不足であった点の４

点が問題点として挙げられる。 

３．救援物資に関する課題への対応 

被災地では、余震による構造物の安全性の低下の問

題や大きな施設は避難所に利用されることによって、

被災地内での救援物資の集積場所の確保は難しいこと、

また被災地内で救援物資を管理することは困難である

ことがわかった。 

そこで、被災地内の自治体の救援物資に関する負担

を軽減させるため、被災地外で救援物資を集積・管理

する図－１のようなシステムの提案を行う。図－１に

示す救援物資配送システムの流れは、①救援物資を救

援物資収集仕分所に集め、②何がどの程度あるのかと

いう物資供給情報を情報管理センターへ連絡、③被災

市町村が①と②が行われている間に避難所では何がど

の程度必要なのかという救援物資需要情報を把握し、

④情報管理センターへ報告、⑤情報管理センターは、

被災市町村より受けた救援物資需要情報を救援物資収

集仕分所へ報告、⑥救援物資収集仕分所は救援物資需

要情報に沿って、救援物資を被災市町村、または避難

所へ配送、⑦被災市町村に届いた救援物資を避難所へ

配送、というものである。 
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図－１ 救援物資配送システム 

このシステムでは、物資集積の仕分けを被災地外の

周辺市町村で賄い、県庁が中心となって救援物資供

給・需要情報を集め、被災地外で救援物資を管理する

ことで、被災地内での救援物資に関する負担を軽減さ

せることができ、また、被災者に円滑に救援物資を配

給できると考える。 

４．おわりに 

本調査により、被災市町村では災害時に様々な作業

を行わなくてはならない状況の中で、大量の救援物資

が届いたこと、大きな施設が避難所として利用されて

いたことなどで、救援物資の集積場所を確保できず救

援物資管理に混乱してしまったことがわかった。本研

究で提案する救援物資を被災地外で管理する救援物資

配送システムの構築によって、被災地内の負担を解決

できること考えられる。被災地内では救援物資の管理

は困難であることは、ヒアリング調査より明らかにな

ったので、震災時という特別な状況下では被災地外の

周辺市町村も協力し合い、救援物資を管理すべきであ

ると考える。 

救援物資配送システムの構築により、新たに浮上す

る課題もあり、全てが最適になるわけではない。今後

の研究課題としては救援物資配送システムの構築まで

に掛かる時間の問題や、構築するまでに受け入れる救

援物資の対処を検討する必要がある。また、救援物資

収集仕分所の選定方法、多くの種類のある救援物資の

品目の分け方を定めておくなどの検討が必要である。 
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